
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易な定量評価 

方式 VFM 

PFI 方式 2.2%～3.2% 

DBO 方式 2.5% 

BT 方式 ※分割発注が前提となり、競争原

理が働かないため対象外とした。 指定管理 

 

新廃棄物処理施設整備運営方式等検討報告書 ～概要版～ 

平成 30 年 1 月 我孫子市新廃棄物処理施設整備運営方式等検討委員会 
 

１．はじめに 
新クリーンセンターのうち、新廃棄物処理施設整備・運営事業において、真に必要な公共サービスの維持と財政

健全化の両立を図るため、最適な事業方式について検討する。 

＜検討の手順＞ 

本事業は、「我孫子市公共施設等総合管理計画」において、事業

の最適化が求められる事業として定められていることから、本検

討は、「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針」

及び「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程策定の手引」等を参考に

実施した。 
 

詳細な定量評価（本検討） 

１．事業概要 

２．事業スキーム 

３．市場調査 

４．事業化シミュレーション 

５．事業方式の評価 

６．事業方式の決定 

２．事業概要 

 可燃ごみの収集・運搬 

受付・計量・誘導 

可燃ごみの処理 
（運転管理） 

焼却残渣の資源化 

または最終処分 

発電 

焼却残渣の積込 点検・補修 

各種検査・分析・調査、

見学者対応等 

 

新廃棄物処理 

施設建設工事 

施
設
整
備 

施
設
運
営
段
階 

既存焼却施設の 

運営 

 

  
民間事業者の想定業務範囲 

※市の財源負担の軽減のための施策
として「ごみの有料化」が挙げられ
るが、これらは本事業の業務範囲外
であることから、検討対象とはしな
い。 

※新廃棄物処理施設は多くの電気を
消費する施設であり、購入電力を可
能な限り低減させるため、発生する
熱は第一に発電のために利用（1 次
利用）する。 
 
※発電後の 2 次利用方法は、場内熱
利用のみとするが、災害時において
は、施設の一部を開放し、運転用の
浴室を一般開放できるようにする。 

本事業は、施設整備業務ではプラント建設工事、運営業務では可燃ごみの受付・計量・誘導から焼却残渣の積み

込みまでを民間事業者の運営業務範囲とする。また、新廃棄物処理施設の稼働は、平成 34年度末を目指す。 

本事業では「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針」に基づく簡易的な検討結果を踏まえ、

事業費の縮減が見込まれることが想定される、PFI 方式、DBO 方式を検討対象とし、現クリーンセンターの事

業方式である「DB＋単年度運転業務委託方式」との比較検討を行う。 

３．事業スキーム 

検討対象とする事業方式 

 
 
 

Build Transfer Operate 
建設・譲渡・運営 

PFI(BTO)方式  
 
 

Design Build Operate 
設計・建設・運営 

DBO 方式 

方式 本市の業務範囲 事業者の業務範囲 

整備業務  計画策定 

 環境影響評価 

 既存構造物撤去・移設工事及び用地造成工事 

 （土壌汚染対策工事※1） 

 許認可申請手続き 

 交付金申請手続き 等 

 施設設計 

 許認可手続き支援 

 交付金申請手続き支援 

 建設工事 

運営業務 

（20年間） 

 既存焼却施設の運営 

 新クリーンセンター運営に関する管理・監督

（モニタリング）※1 

 可燃ごみの収集運搬 

 焼却残渣の資源化または最終処分 

 発電電力の売電及び自家消費 等 

 受付・計量・誘導業務 

 可燃ごみの処理 

運転管理業務 

維持管理業務 

物品等の調達 

環境管理業務 

情報管理業務 

各種検査・分析・調査、見学者対応 

 施設の補修 

 焼却残渣の積込  等 

 

４．市場調査 

 内容 

調査概要 調査方法 事業概要書と調査票を電子メールにて送付し、設問に対する回答を得る方法で実施した。 

調査期間 平成 29 年 7 月 6 日（木）～平成 29 年 8 月 11 日（金） 

調査対象 平成 29 年 3 月～5 月に実施した「新廃棄物処理施設整備計画に係るアンケート調査」で

調査対象とした事業者 9 社を対象とし、8 社から回答を得た。 

調査結果概要 

 

 

 本事業への関心がある事業者は、PFI 方式は 4 社、DBO 方式は 8 社であった。 

 最適な事業期間は 15 年が 4 社、20 年が 6 社であった。 

 PFI方式及びDBO方式実施における、事業費の縮減率は、維持管理費では最大で5%、

点検補修費では最大で 10%の縮減が見込まれると回答があった。 

 本市が考える、運営業務分担について、搬入ごみの受入判定、料金徴集、搬入管理（不

適物の監視）、受入出物の性状管理、搬出物の運搬、見学者への見学対応、施設の補

修について、市の運営業務分担とすべきという回答があった。 

 本市が考える、リスク分担について、周辺住民リスク、不可抗力リスク、資源化リス

ク、施設瑕疵リスクについて、市のリスク分担及び市が従分担とすべきという回答が

あった。 

 

基準とする事業方式 

 
 
 

現クリーンセンターの 
現在の方式 

DB＋単年度運転業務
委託方式 

事業者の意見を本事業内容に反映することにより、多くの事業者の参加を可能とし、競争性、透明性のあるより

良い事業とすることを目的に、本事業への参入が見込まれる事業者に対し、参入意向調査を実施した。 



 

＜総評 DBO 方式を選定することが望ましい理由＞ 

 経済性に優れ、DB＋単年度運転業務委託方式と比べ 107,682 千円（現在価値換算）の削減が期待される。 

 民間事業者の参入意向が最も高い。 

 施設整備のほか、運転管理業務、補修・修繕工事に対しても競争原理が確保できる。 

 事業者の持つノウハウにより、効率的な事業実施が可能となる。 

 適切なリスク分担とすることで、公共と民間事業者で効率的なリスク管理を行うことが可能である。 

 複雑な事業者選定手続きは、専門コンサルタントと発注支援業務委託を行うことで解決することが可能である。 

 公共の要望を反映させた要求水準書や契約書等の作成、徹底したモニタリングを行い公共が管理することで、

公共性を保持することは可能である。 

検討対象とする事業方式 

 
 
 

市負担額：16,381,513 千円 
（現在価値換算） 
縮減額：-334,706 千円 
ＶＦＭ：-2.1% 

 

PFI(BTO)方式  
 

 
市負担額：15,939,125 千円 
（現在価値換算） 
縮減額：107,682 千円 
ＶＦＭ：0.7% 

 

DBO 方式 

内容 決定事項 

発注者 我孫子市 

事業方式（類型） DBO 方式（サービス購入型） 

施
設
概
要 

焼却施設 名称 新廃棄物処理施設 

施設規模 120t/日（60t/日×2 炉） 

処理方式 ストーカ式焼却炉 

余熱利用設備 蒸気タービン発電設備 等 

事業期間 設計・建設 約 3 年 3 ヶ月 

運営 20 年 

入札方式 総合評価方式による入札又はプロポーザル方式 

業
務
内
容 

整備業務 ＜本市の整備業務範囲＞ 

 計画策定 

 環境影響評価 

 既存構造物撤去・移設工事及び用

地造成工事 

 土壌汚染対策工事（必要に応じて） 

 許認可申請手続き 

 交付金申請手続き 等 

＜事業者の整備業務範囲＞ 

 施設設計 

 許認可手続き支援 

 交付金申請手続き支援 

 建設工事 

運営業務 ＜本市の運営業務範囲＞ 

 可燃ごみの収集・運搬 

 リサイクルセンターへの送電 

 電力事業者への売電 

 焼却残渣の資源化又は最終処分 

 見学者対応 

＜事業者の運営業務範囲＞ 

 受付・計量・誘導 

 可燃ごみの処理（運転管理） 

 焼却残渣の積込 

 発電 

 各種検査・分析・調査 

 施設の補修 等 

業務分担詳細 詳細については、今後、学識経験者等の意見を踏まえ、入札公告までに最

終決定する リスク分担 

 

＜前提条件＞ 

＜評価結果＞ 

＜総評＞ 

 

 ＜評価結果＞ 
定量的評価、定性的評価を踏まえると、以下の理由から、新廃棄物処理施設整備・運営事業の事業方式は、DB

＋単年度運転業務委託方式や PFI（BTO）方式ではなく、中長期的な利点が多い DBO 方式が望ましい。 ＜事業者選定スケジュール（予定）＞ 

 

 ＜評価結果＞ 

事業方式 DB+単年度運転

業務委託方式 

PFI（BTO） 

方式 

DBO 方式 

施
設
整
備 

（
市
支
出
） 

施設整備費（工事監理費含） 千円 14,232,130 14,243,130 14,243,130 

市人件費 千円 39,600 30,800 30,800 

アドバイザー費用 千円 11,000 27,500 27,500 

その他施設整備関連費用 千円 81,600 312,694 152,100 

小計 千円 14,364,300 14,614,094 14,453,500 

施
設
整
備 

（
資
金
調
達
） 

資金調

達（市） 

起債 千円 8,425,800 6,315,700 8,425,800 

国交付金 千円 4,302,193 4,302,193 4,302,193 

一般財源 千円 0 2,110,100 0 

基金 千円 1,405,137 1,405,137 1,405,137 

資金調

達（民

間） 

資本金 千円 - 50,000 50,000 

優先ローン 千円 - 1,978,127 - 

劣後ローン 千円 - 433,374 - 

運
営
・
維
持
管
理 

市支出 市人件費 千円/20 年 528,000 176,000 176,000 

運営モニタリング費 千円/20 年 - 66,000 66,000 

火災共済費 千円/20 年 30,000 30,000 30,000 

運営費 千円/20 年 9,792,289 9,861,100 9,861,100 

起債金利 千円/20 年 1,036,730 777,099 1,036,730 

施設整備費割賦金利 千円/20 年 - 626,212 - 

小計 千円/20 年 11,387,019 11,536,390 11,169,830 

市収入 売電収入 千円/20 年 1,757,920 1,757,920 1,757,920 

法人税、消費税（市） 千円/20 年 - 9,222 6,092 

小計 千円/20 年 1,757,920 1,767,142 1,764,012 

 

これまでの検討結果を踏まえ、本市の事業法式は、DBO 方式とする。なお、事業スキームの詳細につ

いては、今後、学識経験者等の意見を踏まえ、入札公告までに最終決定する。 

６．事業方式の決定 ５．事業化シミュレーション 

基準とする事業方式 

 
 

現在価値：16,046,807 千円 
（現在価値換算） 
 

DB＋単年度運転業務委託
方式 

年度 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

新廃棄物処理施設整

備運営業務に係る手

続き 

       

 事業者選定委員会        

新廃棄物処理施設建

設工事 

      

 

●実施方針公表 

●入札公告 

 

●本契約 

●落札者決定 

●仮契約 

 
○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 ★運営開始 

 

（税込み） 


